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別紙

技術交流に係る発表及び配付資料の事務処理要領

（趣旨）

第１条 技術交流に係る発表及び配付資料の事務処理要領（以下、「要領」と

いう｡）は、技術交流（以下、「交流」という。）において発表及び提供され

る資料の承認等に係る事務処理に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げる

ところによる。

⑴ 技術交流 日本国外の防衛当局及び関係機関、日本国内の防衛省以外の

官公庁、国立大学法人、学校法人及び独立行政法人（国立研究開発法人を

含む）、非営利法人との技術協力に向けた、当事者間の意見交換及び情報

交換をいい、技術協力のための個別の取決め等を締結する前のものに限る。

⑵ 技術協力 研究協力、共同研究又は共同開発であって、個別の取決め等

を締結したものをいう。

⑶ 個別の取決め等 協力案件個別の了解覚書（ＭＯＵ）又は了解覚書附属

書（Ａｎｎｅｘ、Ａｐｐｅｎｄｉｘ又はＰＡ）、ＬＯＡ、研究協力又は協

同研究の協定書又は契約書をいい、技術協力に向けた検討を行う防衛装備

・協力委員会等に係るＴＯＲ等を含まない。

⑷ 発表・配付資料 交流における会議において、発表するために使用され、

又は提供される（会議で要求され会議後提供される場合を含む）資料をい

い、広報目的に用意してあるパンフレットや概況説明資料を除く。

（発表・配付資料の形態等）

第３条 発表・配付資料は紙製資料又は電子ファイルとする。

２ 発表・配付資料において、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号）」第５条の不開示情報に該当する部分について

は、第三者開示を禁ずることを明記することとする。

（発表・配付資料の承認）

第４条 施設等機関の職員は、命を受けて、新たに発表資料・配付資料を作

成したときは、これを発表し、又は提供する前に、所属する施設等機関の長

（以下、「所長等」という。）に提出し、その承認を受けなければならない。



（審査）

第５条 所長等は、前条により提出された資料について次の事項に関して審

査するものとする。

⑴ 交流の趣旨に合致していること。

⑵ 特別防衛秘密、特定秘密、秘、注意及び部内限りの情報を含まないこと。

ただし、注意及び部内限りにあっては、当該使用について、「取扱い上の

注意を要する文書等及び注意電子計算機情報の取扱いについて（通達）（防

防調第４６０８号。１９．４．２７）」に基づき、所要の許可を得ている

場合を除く。

⑶ 職務発明に関する訓令（昭和３９年防衛庁訓令第４６号）第１８条に基

づく秘密の保持に関すること。

⑷ 武器及び武器技術を含まないこと。

（報告）

第６条 所長等は、第５条の審査により発表及び提供することが適当である

と認め承認したものについては、発表及び提供後速やかに、防衛技監に当該

資料の写しを提出して、報告（技術戦略部技術戦略課長気付）するものとす

る。

（保管）

第７条 技術戦略部技術戦略課長は、前条により提出された資料の写しを保

管するものとする。

（資料の配付もしくは送付）

第８条 発表・配付資料は所長等が発表及び提供するものとする。

（委任規定）

第９条 この要領で定めるもののほか、実施にあたって必要な事項は、技術

戦略部長の定めるところによる。


